
※シートの長さが 130cm 前後の商品もあるが、介助者等からのシートの大型化を求める

声に対応するため、国では上記を仕様例として記載 

介助用大型ベッドに関する整備基準の設定について 

 

 （１）介助用大型ベッドについて 

   大人も横になれる大型のベッドで、様々な身体状況の方、介助が必要な

高齢者、乳幼児などの外出先でのおむつ交換や衣服の着脱、自立の車椅子

使用者の自己導尿の場面などで利用される設備。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  現在、事業者等に向けたガイドライン（整備ガイドブック）で、設置

が「望ましい水準」に位置づけ設置を推進している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

資料３ 



（２）介助用大型ベッドの整備基準上への位置づけについて 

   本設備は条例が目指す「障害者等が安心して生活し、自らの意思で自由

に移動し、及び社会に参加することのできるバリアフリーの街づくり」を

実現する上で重要な設備になる。 

しかし、 

① 当事者からの設置ニーズが高い設備であるにも関わらず、十分な普 

及がされていない状況（「当事者ヒアリング結果」参照）にある。 

② 一方で、介助用大型ベッドの設置には広いスペースが必要であるが、

車椅子使用者用便房（遵守義務化済）を設置する場合には、レイアウ

トを工夫することでベッドを設置できる場合も多いこと。 

③ 更に便所については、これまでも段階を経て設備・機能の整備基準化

を進めてきた経緯がある。（また、これまで整備基準化した設備につい

ては、事業者の理解もいただきながら、十分な設置が進んできた） 

   ⇒ 今回新たに介助用大型ベッドを整備基準化（努力義務）することで

標準的な設備として位置づけを行ってはどうか。 

○条例基準について 

種類 説明 

整備基準 標準的に整備が必要なもの 

（事前協議を通じた行政指導が可能） 

望ましい水準 

(ガイドライン・指針) 

整備基準を遵守した上で、利便性の向上等の 

観点から備えることが望まれるもの 

＜参考＞便所に係る整備基準について  

推進指針(昭 46～)  平成 14 年度  平成 20 年度 

車椅子使用者用便房 

（車椅子が転回する 

ための空間等が 

確保された便房） 

 みんなのトイレ 

（男女共用 

・乳幼児用設備(解説/望ましい) 

・水栓器具(望ましい）) 

 ・水栓器具の設置 

遵守義務化 

・乳幼児用設備の 

 努力義務化 

         ＜見直し検討事項＞ 

前回までの議論  新たな論点 

トイレ機能の分散配置 

乳幼児用設備の遵守義務化 

 介助用大型ベッドの 

努力義務化 

 



（３）整備基準化（努力義務）する施設種別について 

    介助用大型ベッドの整備基準化（努力義務）は、事業者にとっては設計

面や経済面での負担が重くなる措置であるため、実効性（整備実現性）の

担保といった視点、同時期に改正する予定の乳幼児用設備における面積

要件案(1,000 ㎡以上)、当事者ヒアリング結果を踏まえ、次のとおり整備

対象施設を設定してはどうか。 

視点 公共的施設等の区分 用途面積 

利用者の動線の 

ポイントとなる 

施設（※１） 

官公庁施設（官公庁舎に限る） 1,000 ㎡以上 

教育文化施設(図書館、公民館(集会場)) 

公衆便所 全てのもの 

長時間の滞在が

見込まれる施設 

教育文化施設(動物園等) 1,000 ㎡以上 

医療施設(無床診療所を除く) 

運動施設 

興行・遊興施設 

展示施設 

（大型）商業施設 2,000 ㎡以上(※２） 

上記を含む複合用途建築物 

公園（都市公園その他規則で定めるもの） 

   （※１）公共交通機関の施設については、 

     ・他の公共的施設と異なり、現在、ガイドブックの「望ましい水準」

として、「おむつ交換シート」の規定はあるが「大人も利用も対応

できる」ものであることを求めていないがされていないこと 

     ・特に鉄道事業については、都道府県域を跨ぐ広域的な事業展開がさ

れており、国による一律の基準設定が望ましいと考えられるが、

『バリアフリー整備ガイドライン（旅客施設編・車両等編・役務編）』

では、介助用大型ベッドを「望ましい整備内容」としていること 

 を考慮し、まずはガイドブックの「望ましい水準」において、「大人も

利用できる」シートであることを明確に位置づけ、施策として設置の

働きかけを行うこととしたい。 

   （※２）建築設計標準、当事者ヒアリングを踏まえ設定 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞介助用大型ベッドに関する他自治体での基準について 

  ○近隣都県市の状況 

自治体名 神奈川県(現行) 横浜市 川崎市 東京都 千葉県 埼玉県 

基準 望ましい水準 

  ○整備基準化している自治体   

自治体名 区分 対象施設 面積 

大阪府 建築基準関係規定 

（条例付加） 

すべてのもの 10,000 ㎡以上 

(共同住宅等は、 

200 ㎡以上の 

集会室があるもの） 

福島県 遵守義務 医療施設、官公庁舎 

文化施設、集会場等 

物品販売業 

飲食店・料理店 

キャバレー等 

宿泊施設、娯楽施設等 

体育館等 

10,000 ㎡以上 

 

福岡市 遵守義務 

(ただし、「必

要に応じて」) 

医療施設、興行施設 

集会施設、展示場 

物品販売施設等 

宿泊施設 

社会福祉施設 

スポーツ遊技施設 

教育文化施設 

公衆浴場 

交通機関の施設 

官公庁舎、地下街等 

10,000 ㎡以上 

 

新宿区 努力義務 すべてのもの すべてのもの 

＜（３）に係る論点＞  

・公共的施設等の範囲、用途面積による区分が適切か 

※当事者ヒアリングでは、「公民館」に対する設置ニーズが高いが、1,000 ㎡以上

とした場合、６割の施設は対象外になる 

   【参考】市町村・県警察/教育局あてに実施した整備状況調査結果 

・努力義務でよいか（遵守義務でなくてよいか） 

 



（４）整備基準に規定する仕様（定義）について 

   ＜事務局案＞ 

 障害者、高齢者等のおむつ交換その他の介助等の用に供するための

ベッドで長さが 120 センチメートル以上のもの 

＜理由＞ 

  ○長さについて 

    車椅子使用者用便房には「車椅子が円滑に利用することのできる空間」

が必要であり、このことについて、「回転空間(径 150ｃｍ)」を考慮し、

「原則として 200×200cm 以上」と解説で示している。 

    介助用大型ベッドは、この車椅子使用者用便房内に設置される想定だ

が、先に示した「200×200cm」の便所内には、国の設計標準が求める仕

様「150～180cm 程度」を設置することは現実的に困難である。 

    そこで、現実に便所内に設置可能なベッドの大きさと、機能としておむ

つ交換が可能な大きさ（≠快適に利用できる水準）という両面を考慮し、

長さ 120cm 以上を求めることとしたい。 ※大阪府も同様の整理 

   ただし、この「長さ 120cm」は、大人であれば、足を曲げるなどの対応

が必要となり、必ずしも円滑に利用できる構造とも言い切れないため、ガ

イドブックなどの動作寸法例として示すことは相応しくない。 

  ⇒ 最低限の長さである 120cm を整備基準に入れ込むとともに、併せて快

適に利用できる基準を「望ましい水準」として規定し、設置の働きかけを

行うことで、誰もが自由に外出し、社会参加できるバリアフリーの街づく

りを実現する。 

○横幅について 

    介助用大型ベッドは「障害者、高齢者等のおむつ交換その他介助の用に

供するため」のものであり、特段の規定を設けるまでもなく、寝転がるこ

とのできる横幅を有していることが当然の前提となるから、基準は設定

しない。（なお、成人男性の平均肩幅は 40cm 程度である。） 

    ただし、誰もが快適に利用できる基準として、望ましい横幅を示す必要

性はあるため、国設計標準で定められている仕様を「望ましい水準」とし

て規定する。 

 

 

 

 

 

＜（４）に係る論点＞  

・求める仕様は、長さが「120cm 以上」でよいか。 

 ※当事者が快適に利用できる仕様「150～180cm 程度」とした場合、

車椅子使用者用便房として求めている空間の大きさとズレが生じ

るため、当該規定の見直しの検討も必要となる。 

 



（５）その他 

    介助用大型ベッドを設置した場合は、「便所及び便房の出入口」「案内

板・標識」等において表示することを求める。 

 

 

＜基準化・ガイドブック等の規定のイメージ＞ ※表示に関する部分は省略 

整備基準 解説 望ましい水準 

【(3)の施設】に掲げる公共的施

設であって、不特定かつ多数の障

害者、高齢者等で介助等を必要と

するものが利用するものにあっ

ては、ア（※車椅子使用者用便房）

に定める便房のうち１以上の便

房に、介助用大型ベッド（【(4)の

定義】）を設けるよう努めること。 

ただし、不特定かつ多数の障害

者、高齢者等で介助等を必要とす

るものが利用することができる

介助用大型ベッドを当該公共的

施設内の別の場所に設ける場合

は、この限りでない。 

介助用大型ベッドを設置

し、乳幼児用のベッドと兼

用することは可能である。 

ただし、乳幼児同伴者が

用を足したり、手洗いを行

う際に、乳幼児を寝かせて

おく台として使用すること

はできないので、乳幼児同

伴者の利用が見込まれる場

合には、同じ空間内に乳幼

児用の椅子を設けること。 

・公共的施設においては、介

助用大型ベッドを設置する

こと。  【表現変更】 

 

・介助用大型ベッドの大きさ

は幅 60 センチメートル程

度、長さ 150 センチメート

ルから 180 センチメートル

程度とすること 

・着替え時の姿勢保持のた

め、手すりを設けること 

 


